
１．現状

妊婦健診、乳幼児健診等の現状について

（母子保健法上の各種健診の規定）

・母子保健法では、健康診査について１２条（義務）と１
３条（任意）に規定している。

（健康診査）
第十二条 市町村は、次に掲げる者に対し、内閣府令の定めるところにより、健康診査を行わなければならない。
一 満一歳六か月を超え満二歳に達しない幼児
二 満三歳を超え満四歳に達しない幼児

２ 前項の内閣府令は、健康増進法（平成十四年法律第百三号）第九条第一項に規定する健康診査等指針（第十六条第四項において
単に「健康診査等指針」という。）と調和が保たれたものでなければならない。

第十三条 前条の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査
を受けることを勧奨しなければならない。

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による妊婦に対する健康診査についての望ましい基準を定めるものとする。

１２条（義務）

１３条（任意）

１歳６か月児健診

３歳児健診

規定なし

妊婦健診

新生児聴覚検査

Ex)妊産婦健診
（一般・歯科） など

その他健診

新生児マススクリーニング

（２０疾患を対象）

地
方
交
付
税

３～６か月児健診

９～１１か月児健診

・１２条（義務）では、市町村は「１歳６か月児健診」
「３歳児健診」を実施しなければならないとしている。

（地方交付税措置の状況）

・１２条（義務）の「１歳６か月児健診」「３歳児健診」に
ついては、地方交付税措置されている。

・１３条（任意）の「妊婦健診」「3～６か月児健診」「9
～11か月児健診」「新生児聴覚検査」などについては、
地方交付税措置、「１か月児健診」「５歳児健診」につい
ては、国庫補助を行っている。

・また、母子保健法に規定がない新生児マススクリーニング
検査（２０疾患）についても、地方交付税措置されている。

母子保健法（抄）

1か月児、5歳児健診
（国庫補助）
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